
疾病毎の医療受診とOTC需要の代替性に関する分析

【OHP 1】

今日ご報告させていただくテーマは、「疾病毎の医療受診とOTC

需要の代替性に関する分析」ということであります。実は、一昨年

のこのフォーラムで、風邪に限定した同様のテーマを報告させてい

ただきましたけれども、それを風邪以外にもかなり広げたというこ

とです。

これは、関東学院大学の瀬岡先生を主査とします文部省科研そ

の他で、予算1,300万円くらいを使って、大規模な調査を行いまし

た。

やりたいことというのは、医療保険改革がいろいろ議論されてい

ますが、事実なり数字に基づいた議論というものはなかなかされないわけでして、そういう

基礎的な情報を得ようということ。特に患者側（患者というのは、恐らく受診した人を指す

言葉だと思うのですが、ここでは、受診しなかった、しかし自覚症状はある有症者を含みま

す）のベースで立って、主に価格弾力性と言いますけれども、自己負担率が受診行動に及ぼ

す影響、あるいはそれのOTC需要に及ぼす影響というものを分析したいということで、や

っております。アメリカではRANDの研究がありまして、何百億という予算を使って、完全

な実験でやっているわけですけれども、そんなことは日本ではできないので、行動分析にな

ってしまいます。

共同研究者は横浜国立大学の井伊先生です。

【OHP 2】

2年前と比べて、どこが違うかとい

うことが3点ほどあります。

まず、前回は風邪だけに限定してい

ました。それは恐らく件数も多いだろ

うということだったのですけれども、

今回はこれを風邪以外にも広げていま

す。調査期間も冬期の半年（11月か

ら5月）ということでかなり広げまし

た。それから、記入負担をやっていた

だいて、毎日毎日どのように行動した

かということについて、一応復元でき

るような情報を得ました。それによっ

て動態的な分析を行いました。前回は

最終的な医療受診ということを分析

していたのですけれども、今度はスイ

ッチのようなことも考えられる分析に
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しています。それから、発熱とか自覚症状とかを細かくコントロールしているということが、

今回の特徴です。

上の方に前回の分析結果が出ていますが、風邪だけで600億円の医療費が抑制できるとい

うことです。これを、全体を伸ばしたらどうなるかという話をやりたいということです。

データは、1,300世帯で4,282人が対象になってます。

【OHP 3】

これはあくまでも一般大衆に対する

調査なので、病名を書いてもよく分ら

ないので、症状は自覚症状とほとんど

同じような定義で書いています。風邪

とか花粉症、眼精疲労、ケガとか打ち

身、捻挫、痔まで13種類を個別列記

しております。それで、1日1標本で

情報は取れますし、発症からの期間、

あるいは日常生活の中断期間、それか

ら就床期間というようなものも取れま

す。また、11月以前に症状の発生し

た人は、そのときに何をしたのか分ら

ないので、分析には用いません。

【OHP 4】

推定モデルについては、興味のある

方はまた別個連絡いただくこととし

て、推定結果に入ります。

まず、ある自覚症状があるというこ

とを感じた人は、対応として3種類の

ことが考えられるだろう。1つは医療

機関に受診する。もう1つはOTCを

需要する。需要といっても購入を意味

せずに、要するに服用するということ

です。それから、特に何もしない。何

もしないというのは、民間療法等も含

めて、それ以外ということです。これ

ら3つの中で、どれを選ぶかという選

択を行っているわけです。

病院でもらった薬を飲むというのは

医療受診です。

【OHP 5】

そこで、まずそれぞれのシェアを見

ます。それぞれ3つの内から「医療受

診」と「OTC需要」を除けば「何も
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しない」になるので、2つしか書いていませんが、それぞれこういう配分になっています。

例えば風邪だと、医療サービスを需要した人が44％、OTC需要が32％、何もしない人が

24％。この中には、例えば初日は何もせずに、2日目にOTC需要して、3日目に病院に行っ

て、4日目に治ったという人は1回ずつ登場するということになります。

これは1月一杯まで調べていますので、花粉症もかなりのサンプル数（実数はここには無

いのですけれども）ありまして、約3割ずつくらいということが分かっております。

【OHP 3～4に戻る】

コントロールとして、個人の情報を入れております。年齢、性別、就業状態、所得、資産、

世帯の情報に加えて、自覚症状、そして発症からの期間、中断期間、就床期間等の時間の経

過を表す変数等々を入れております。

そして、一番気になるのが自己負担率です。日本の場合は2割と3割が中心ですけれども、

大体こういう統計をとりますと、約1割の人は付加給付を受けているということが分かって

おります。付加給付と申しますのは、主に健保組合の加入者が対象となっているものです。

健保組合が裕福なところは、法定の本人２割・家族3割に対して、それ以下の自己負担率で

良い。あるいは、例えば大阪市だと、月間の最高支払額が5,000円とかということがありま

して、実質的に直面している自己負担率というのは、健保組合の場合はかなり違ってくる。

それの実質的な自己負担率で行っております。

【OHP 6】

結果は、たくさん表にまとまっているのですが、自己負担率の影響だけを見てみますと、

13疾病のうち風邪、肩や首筋のこり、背中や腰の痛み、便秘・下痢、眼精疲労、皮膚の炎

症、痔の7疾病で有意に負ということで、要するに、自己負担率が高いと受診率が低くなる

関係が見い出されました。残りの6疾病は有意でない。つまり、自己負担率と受診率の間に

明確な関係は無いということが分りました。
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逆に、自己負担率が上がると受診率が上がるような疾病は見い出せませんでした。

次に、OTC需要の方に移りますと、風邪と皮膚の炎症と痔の3疾病で有意に正であると

いうことで、自己負担率の高い人はOTCをたくさん需要するということが分かっておりま

す。逆に、残り10疾病は有意ではなかったので、自己負担率とOTC需要との明確な関係は

無いということになっています。

次に、マージナル効果と言いまして、自己負担率が1上がるとどれだけ受診率が下がるか

ということを分析しています。1というと自己負担率0と10割の比較になるので、あまりリ

アリティが無いのですけれども、例えば、今の自己負担率が2割から3割へというように、1

割の自己負担の増加であったら、0.1を掛けてもらうというぐらいの数字の見方で良いかと

思います。

医療受診については、風邪が0.35、肩や首筋のこりが0.26、あと残りの5つは0.87～－3.69

ということで、恐らく風邪と肩や首筋のこりが一番小さなグループです。有意に自己負担率

が上がれば受診率は下がるグループなんですけれども、それでもかなり小さくて、あとの背

中や腰の痛み、便秘、下痢、眼精疲労、皮膚の炎症、痔というものはかなり大きい。マイナ

ス1を超えているものもあります。

OTC需要では、風邪は0.34なんですけれども、皮膚の炎症と痔は1.5ということで非常に

大きい。風邪の0.35ぐらいという数字は、前回の調査でも同じですし、厚生省の国民生活基

礎調査を使った調査研究でも0.2～0.3ということで、大体同じような数字が出ています。実

は風邪というのは、この中ではマイナスはマイナスなんですけれども、非常にマグニチュー

ドと言うか影響の大きさとしては小さいグループだというのが、一つ分かったということで

す。

前回の場合には、風邪で600億円の医療費抑制という話にもって行けたのですが、今回は

そういったことができておりません。と言いますのは、残りの13疾病で、それぞれ医療費が

いくら使われているのかということが、なかなか大変な作業でして、要するに、今回調べた

ような病名とそのレセプト等の照合が非常に難しい。と言うか、ほとんど不可能だというこ

と。それから通年での調査について、例えば風邪なら風邪で医療費がどれだけ使われている

かというようなことが、厚生省も含めて一切調査されていないというような実情。前回の場

合には、健保組合の協力を得まして、全レセ

プトをひっくり返して行ったのですが、それを

おいそれと他の疾病についてもやれないという

ことで、そうしたマクロの数字に戻す作業とい

うのはできていませんけれども、風邪で600億

円でしたから、弾力性の数字から、恐らくそ

れの10倍近くにはなるのではないかなと予想

しています。

【OHP 7】

こうした分析を、夏の方もやりたいなとい

うことも考えております。

それから、これはかなり重要なissueだと思

われますが、今度の老人保険法の改正案にも
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入っていますけれども、診療所と病院

で恐らく医療保険制度（例えば自己

負担率）が変わってくるということ

が、若人でも当然あるだろうというこ

とで、それも分析の視野に入ってくる

かなと思ってます。

質疑応答

Q： もし解析されていたら、価格以外に、OTCで対応するか医療受診するかというこ

とを決定づけるファクターのうち、重要なものを教えていただきたいのですが。

A： ここではあまり詳しくは書いていませんけれども、教育水準とか所得が大きな要因

ではないでしょうか。アメリカの研究でもそうですけれども、教育水準が高いと、医

療受診の割合が下がってOTC需要が増えるということが知られていますし、所得も

…所得というよりもむしろ就業状態の方だと思うのですが、やはり医療受診の場合に

は、金銭的なコスト以上に、機会費用と言いますか、時間的な費用が非常に高いわけ

です。就業している人の方が就業してない人よりも高いということでして、就業して

る人はOTCを選ぶという傾向がある。あるいは、収入の高い職に就いている人は、低

い職よりもOTCを選ぶということがあるかと思います。

Q： 先生の言われる医療受診とは、開業医ですか、診療所ですか、あるいは病院です

か。

A： 全てです。それを分けた分析を次にやりたいなという話を、最後に少ししたのです

けれども。

Q： 先生の考えておられる、理想的な医療のあり方と言いますか、患者がどういうふう

な経路を通って行けばいいか、例えば、一番最初はOTCで、軽医療の場合は治癒を

する、それではだめだというので、その次は開業医に行く、それから病院に行くとい

うような経路がやはりあるだろうと思うのですが、そうした理想的な患者の行動に関

してはどうなんですか。

A： それはそうだとは思うのですが、どの医療機関にかかるかということに関しては、

あまり分析は進んでおりません。例えば厚生省が総合病院の自己負担率が悪いとい

う案が出ていますけれども、果たしてそれが有効なのかどうかというところも含めて、

検討していきたいなと思っているポイントです。

OHP 7
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座長： 非常に重要な研究で、意義ある研究だと思います。どこをどいうふうに直せば、患

者が理想的な受診行動を選択しうるかというようなところを研究していただければ、

非常にありがたいと思っております。
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